交野市　条例適用申請に対する処分個票
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担当部署:　教育委員会 生涯学習推進部 青少年育成課　
	処分の概要
	使用料の減免

	例規名
根拠条項
	交野市立児童センター設置条例　第11条第1項(第12条の2において読み替える場合に限る。)

	例規番号
	昭和58年条例第10号

	【根拠条文】
(利用料金の減免)
第11条　指定管理者は、あらかじめ教育委員会規則で定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除することができる。
2　利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、指定管理者が定める方法により、その申請手続きをしなければならない。

【基準】
根拠条文及び交野市立児童センター設置条例施行規則第5条の規定による。
(利用料金の減免)
第5条　条例第11条の規定に基づいて利用料金を減額又は免除する場合は、次に掲げる割合によるものとする。
(1)　市又は教育委員会が主催する事業に利用する場合　3分の1
(2)　体育及び文化活動の振興並びに生涯学習の推進に寄与している団体で教育委員会が認める団体が利用する場合　3分の1
(3)　その他教育委員会が特に必要と認めた場合　教育委員会が指定する割合
2　利用料金の減免を受けようとするものは、利用料金減免申請書を指定管理者に提出しなければならない。
3　第1項に規定する割合による計算した額に、100円未満の端数があるときは、この端数は四捨五入するものとする。



	標準処理期間
	3日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成28年7月1日
	最終変更年月日
	　年　　月　　日
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